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公立大学法人愛媛県立医療技術大学令和７年度年度計画 

 

 

第１ 年度計画の期間 

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 

 
第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育あ     

(１) 目指すべき教育の方向 

（ア）学部(専攻科含む) 

① 令和６年度に見直した大学の理念・目的、教育理念、教育研究目的、デ

ィプロマポリシー（以下「ＤＰ」という。）・カリキュラムポリシー（以

下「ＣＰ」という。）・アドミッションポリシー（以下「ＡＰ」とい

う。）（注１）の修正について、ホームページや大学案内、学生生活の手引き

等、広報媒体に反映させ、周知を図る。 

   看護学科では、学科のＤＰが示す内容を学生・教員間で共有できる表現

になっているか、教育理念との整合性を確認するとともに、ＤＰを参考に

しながら学生が能動的かつ計画的に学習を進められるように、電子シラバ

スの内容を学生・教員間で共有し、有効に活用できるように推進する。ま

た、実習においても教育理念、ＤＰとの連関・整合性を確認し、ＤＰを手

がかりに学生が学習を進められるように実習要綱及び実習の手引きの作成

を行う。 

  臨床検査学科では、引き続き各教員が担当科目の履修時に各々の目指す

ＤＰを確認するとともに、初回授業時に、学生へ説明を実施する。さら

に、シラバス作成に際して、各科目のＤＰを反映した教育内容となるよう

に確認した上で、教員間の意見交換会を実施し、修正等の検討をする。 
（注１）ディプロマポリシー(ＤＰ)：学位授与の方針、カリキュラムポリシー(Ｃ

Ｐ)：教育課程編成・実施の方針、アドミッションポリシー(ＡＰ)：入学者
受入れの方針 

② 看護学科では、年度初めに、「令和６年度後期分のＤＸ活用実施状況調

査」及び「改善が必要な環境に関する調査」を行い、令和７年度における

ＤＸ教材の活用計画の立案を行う。また、「ＤＸ活用実施状況調査」に基

づき、ＤＸ活用の目標値と方向性を検討する。さらに、ＤＸ管理 iPad75 

台の利用希望調査結果に基づき、希望領域に沿った活用方法も検討する。 

  臨床検査学科では、実技習得のためにＶＲ教材等が有用な技術等を令和

７年度の実習内で調査検討し、これらを基に実技教育におけるオンライン

利用の基本方針及びガイドラインを策定する。さらに、ＶＲ教材作成を含

めたオンライン教育に必要な環境の立案を行う。    

③ １年生・３年生を対象にＰＲＯＧテスト（注２）を実施し、昨年度との比較

及び３年生は１年次との経年変化について分析を行うとともに、学生には

自己教育力の向上や就職活動等に向けて、結果の活かし方について指導す
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る。 

   看護学科では、年度初めに、令和６年度後期分のＤＸ活用実施状況調査

の際に、ＤＸ教材を活用した授業の見学状況の調査を行い、課題を検討す

る。さらに、令和７年度看護技術経験チェックシート調査の未経験項目が

多い技術と国試模試での低得点の共通項目について、国試対策Ｇと連携の

もと、ナーシングスキル（看護技術に関する e-ラーニング教材）を活用し 

た学習を学生に促す。 

  臨床検査学科では、アクティブラーニング（注３）推進の試験的導入とし

て、医学検査セミナーで２年にわたり実施してきた「若手技師と学生のコ

ミュニケーションスキルアップセミナー」で取り入れたワールド・カフェ

形式の学習について、その学習効果を解析し、他の科目への適用について

検討する。さらに、臨床検査学科国試対策ＷＧの解析結果を基に、自己学

習が必要な分野について精査し、必要な e-ラーニング教材について検討す

るほか、対人基礎力・自己教育力の向上に向けＰＲＯＧテストを用いて検

証する体制も整備する。  

  また、ＳＰＯＤ（注４）主催の「授業について考えるランチセミナー」など

授業改善に関わるセミナーの案内も随時行う。  
 （注２）ＰＲＯＧテスト：現実的な場面を想定し、実際に知識を活用して問題を解

決することができるか、実際にどのように行動するのかを測定するテスト 
（注３）アクティブラーニング：教員による一方向の講義形式ではなく、学修者の

能動的な学修への参加を取り入れた学修法     
（注４）ＳＰＯＤ：四国地区大学教職員能力開発ネットワーク   

④ 看護学科では、学内演習及び臨地実習の指導体制を見直し、ＶＲ教材等

の効果的な活用、指導教員の確保などにより、効果的な少人数教育を実施

する。 

  臨床検査学科では、引き続き学内実習での少人数指導体制を確保すると

ともに、学内実習や授業において、ディスカッション及び復習用として E-

study（注 5）等でのデジタル教材を使用した教材及びＶＲ教材の試作を各科目

や実習で検討する。 

  さらに、臨床現場で必要な基礎的専門知識と技術の強化を図るため、臨

地実習ⅠからⅢにおいて、臨床現場からの要望を取り入れた技術習得到達

度評価を実施するとともに、愛媛県臨床検査技師会学会と協働し、臨床現

場で活躍する臨床検査技師等による講義や研修会を実施する。 
（注 5）E-study：e-ラーニングを支援する目的で運用される学習管理システム 

   ⑤ 看護学科では、看護学実習における学習内容の再検討を継続し、ＤＸ機

器の活用や臨地の実習指導者との連携強化等により、臨地における学習と

学内における学習のあり方を整理し、実践能力の修得に効果的な指導のあ

り方を検討する。 

     臨床検査学科では、引き続き新カリキュラムにおける臨地実習に対応す

るため、本学教員と施設担当者間の連絡体制を整え、実習前後の施設訪問

や実習終了後の連絡会を通して、実習内容や実習指導上の課題に加え、技

術習得到達度評価の効果と評価法の改善点などを話し合い、実習内容の改



3  

善、指導体制の強化を図る。 

⑥ 学術交流協定を締結している台湾高雄医学大学への短期海外研修生の派

遣と短期交換研修生の受入れを実施する。また、学生同士の効果的な交流

がより活発にできるよう、研修生の受入れプログラムの充実を図るととも

に、本学からの研修生についても積極的に派遣する。 

  引き続き英語Ⅰ・Ⅱ、国際コミュニケーションＡについて、砥部町在住

の外国出身者を教育協力者として依頼するなど、国際的な視点の涵養充実

に努める。 

⑦ 引き続き E-study による学生への授業評価アンケートを実施し、授業改

善に活用する。ＦＤ委員会（注６）の授業評価アンケートの活用方法の検討結

果等を踏まえ、評価と改善を循環させるシステム構築を図る。  
（注６）ＦＤ委員会：ファカルティ･ディベロップメント(Faculty Development) 

教員の研修等、授業の内容、方法等の教育能力の向上を図るための委員会 

           

  （イ）大学院 

① 引き続き両専攻共通の「保健医療システム論」において多職種連携にお

ける調整及びリーダーシップが強化される教育内容を展開する。 

   看護学専攻では、授業評価アンケートや日々の授業において学生から寄

せられる声等を分析・活用し、ＤＰの達成に向けた授業内容及び方法の強

化・深化を図る。また、引き続き大学院の将来像について、より具体的な

検討を進める。 

   医療技術科学専攻では、引き続き、より専門性の高い人材育成のために

設置した感染症専門検査技師養成プログラム、細胞診検査学習支援プログ

ラムの評価を行い、教育内容の改善につなげる。 

   ② 引き続き両専攻の専門共通科目においても、職種や立場の異なる学生間

でのディスカッション及び協働ワークの場をもつ。 

   ③ 各授業科目においてレポート作成、プレゼンテーションの機会を計画的

に導入し、特別研究Ⅰ・Ⅱの評価、修了時ＤＰ達成度アンケートの結果等

から論理的思考力・表現力の変化を評価する。 

     引き続き特別研究の計画発表会、中間発表会、最終発表会での発表・質

疑応答を通じてわかりやすく説明できる力を高める。 

   ④ 教員間で共有する保健医療に関するセミナーや研修会、講演などの情報

を大学院生にもできる限り提供する。     

   ⑤ 引き続き各授業科目において、研究論文の検索、精読、クリティーク

（批判的文献検討）を取り入れ、学生自身の研究計画立案に反映させる。 

 

 （２）教育課程(カリキュラム)の充実・強化 

（ア）学部(専攻科含む) 

   ① 引き続き各科目責任者が各授業におけるＤＰとの関連を意識してシラバ

ス内容に反映することを推進する。 

     看護学科では、現行カリキュラムに対する学生評価について、学年推移



4  

及び成績評価の観点からＤＰの達成状況について分析を行い、看護学科カ

リキュラムの課題を引き続き検討する。また、ガイダンスや授業開始時を

活用して、学生へのＤＰの周知を徹底するとともに、ＧＰＡ（注７）と伸長度

の差異も注視しながら評価していく。 

     臨床検査学科では、引き続き新カリキュラムで実施した授業内容につい

て、ＤＰとの関連や学生の習熟度、理解度などについての評価結果を検討

するとともに、シラバス内容の妥当性について評価する。 
（注７）ＧＰＡ：Grade Point Average とは成績指標値と呼ばれ、学生が履修した

各科目の成績から特定の方式によって算出し点数化したもの 

   ② 引き続き教学マネジメントの年間フローに従い、各学科・各専攻・専攻

科・ＦＤ委員会との連携を図り、連携を見える化する。  

     令和５年度の自己点検評価に基づき、修正したポリシーやカリキュラム

マップが確実に実行されるよう教務委員会、広報委員会との連携を強化す

る。 

     看護学科では、引き続き教学マネジメント委員会と連携しながら、学科

に配置したカリキュラムに関わる委員会・グループが連携して、看護学科

カリキュラムに対する学生評価を分析し、学びの質を確認する。 

   ③ 新年度のガイダンスを通じて、カリキュラム編成の意義や意図、シラバ

スの活用方法についての説明を行い、学生への周知と理解を図る。さら

に、各授業の初回に、科目の位置づけ、ＤＰとの関連について必ず説明す

るよう引き続き教員間で統一を図る。 

     看護学科では、実習ガイダンスにおいて、実習のＤＰ及び授業内容、学

習目標等について説明をする。引き続き領域別実習ガイダンスにおいて、

上級生との交流会を行い、学習目標の達成に向けて自発的に学習が進めら

れるようにする。 

     臨床検査学科では、引き続き全科目の初回授業において、科目の概要と

目標、授業計画、成績評価方法に加え、臨床検査学科の教育課程における

各科目の位置づけなどを明確に説明し、学習目標達成に向けて学生が自発

的な学習を進められるようにする。さらに、成績評価などを通して、学習

目標の達成状況を確認する。 

      また、図書館において、引き続きシラバスの更新に合わせて「シラバス

参考図書コーナー」の配架資料を更新し、シラバス参考図書一覧を確認で

きるＱＲコードを掲示する。  

 

（イ）大学院 

① ＤＰ達成度及びカリキュラムに対する評価等についての修了時アンケー

トを実施する。なお、アンケートの分析については、修了する学生数が少

ないことから、令和８年度分と合わせて分析する。 

② 引き続き入学時ガイダンスで学位授与方針、それを達成するためのカリ

キュラム編成方針、各科目の関連についてカリキュラムマップ・ツリーを

提示し、ＣＰや、ＤＰを説明するとともに、修了までの過程を提示し、保



5  

健医療学専攻が目指す教育理念等を説明する。 

  初回授業の際にシラバスを活用し、授業科目とＤＰとの関連等について

説明を行い、授業科目の意義や位置づけとＤＰとの関連性についての理解

を促す。 

 また、 図書館において、引き続きシラバスの更新に合わせて「シラバス

参考図書コーナー」の配架資料を購入又は変更し、最新のシラバスに沿っ

た内容とする。シラバス参考図書一覧のデータも更新しＱＲコードを掲示

する。 

③ 新たな最終試験の持ち方について、適用となる令和７年度修了生をはじ

め、全学生に周知するとともに、移行に伴う運営上等の具体的な課題を解

決する。 

  看護学専攻では、新入生及び在学生と指導教員の間で、研究指導計画書

を個別に作成・共有し、履修過程について学生・教員間で確認するととも

に、必要に応じて履修過程を修正する。また、オンライン授業の実施状況

について調査し、効果的な実施方法を検討する。 

④ 引き続き研究遂行途中あるいは修了後の公表先（発表及び投稿）を学生

と相談して決定し、計画的に準備できるよう方向づけるとともに、修了後

の学会発表・論文投稿を支援する。 

  また、図書館において、新たに研究成果の公表に承諾した修士論文を

「修士論文コーナー」に追加配架するとともに、修士論文を検索できるよ

う図書館システムに登録する。 

⑤ 修了生の活動状況調査の実施時期等を含め、次回の調査に向けた検討を

行う。 

 

（３）教育学修環境の整備・充実 

   ① 引き続き学生からの要望を踏まえて学修環境の整備を進める。 

     また、図書館においては、土曜日の開館時間 30 分繰り下げの試行結果を

検証し、問題がなければ正式な運用開始を目指す。引き続き国家試験支援

として、国試前の土日祝日に特別開館を実施する。    

   ② 学修環境における利便性の向上のため、各学科・各委員会の提案を踏ま

えた環境整備を行い、ＩＴ環境のさらなる充実を図るとともに、E-study

の活用促進を図る。 

     看護学科では、新任教員と希望者に対して、SimCapture（注８）の研修会を

開催するほか、Medi-EYE（注８）の使用希望調査も実施し、領域単位の契約を

締結する。 

     また、実習においても E-Study を活用した効果的かつ効率的な実習ガイ

ダンスを実施する。 
     （注８）SimCapture：医療シミュレーショントレーニングを管理・記録・評価でき

るデータ管理システム。Medi-EYE：教育用電子カルテ。模擬患者の情報収
集を行い、学内演習の質向上を目的としたオンラインサービス 

   ③ 電子ブックの導入冊数が実用的に活用できる冊数に達していないことか
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ら、引き続き学外実習で活用できる電子ブックを中心に導入を進めるとと

もに、電子ブックのトライアルの活用や利用法に関する動画を作成・公開

することなどにより、電子ブックの周知と利用促進に努める。 

      また、図書館からの年２回の推薦図書の選書時に、各講座での電子ブッ

ク購入の検討依頼を行う。 

   ④ データベースのプラットフォームの機能や利用方法、図書館職員の研修

等で提供のあったデジタルリテラシー（注９）に関わる情報を積極的に提供す

る。 

     また、図書館において、レファレンスサービスのＰＲを継続し、教員の

調査相談に積極的に応じ、同時に回答の質を高めるための図書館職員のス

キルアップに努める。 

     さらに、情報セキュリティ委員会では、引き続きセルフラーニング研修

を実施する。 

 （注９）教員のデジタルリテラシー：デジタル情報や通信を教育に活かすための技術 

  

 （４）学生の受け入れ 

① 入学試験については、令和６年度に修正したＡＰに基づき、適切な入試

方法を選択し、公正に運営する。 

② 大学入学者選抜の制度改革に対応する新しい入試方針に則り、「学力の

３要素」を踏まえ、本学のＡＰに基づき入試を適切に実施し、ＡＰで求め

る人材を確保する。 

  また、 学校選抜型推薦入試（看護学科）については、募集人員を 10 名

増員し、一般選抜前期日程を 10 人減員する。 

  大学院入試では、令和８年度入試（令和７年度実施）から受験生の幅を

広げ、受験しやすくする方向で、新たな受験資格、入試方法により実施す

る。 

③ 受験生確保につなげるため、高校の進路指導担当教員対象の大学説明会

や出張講義、進学説明会、高校内ガイダンス等への参加を引き続き積極的

に行う。 

  高校訪問は、オープンキャンパスや推薦入試前に実施し、オープンキャ

ンパスや入試の情報をＰＲして、受験生の確保につなげる。また、オープ

ンキャンパスおいて、在学生と参加者がより交流できるよう工夫する。 

  ホームページ、大学案内、助産学専攻科パンフレットを更新し、最新の

情報を発信する。 

  臨床検査学科では、受験生確保のために、南予地域において、出張オー

プンキャンパス及び病院検査室見学を引き続き実施する。   

   ④ 大学院の受験者を確保するため、本学の看護学専攻、医療技術科学専攻

のそれぞれの在学生や社会人を対象に、オンライン参加を含めた大学院オ

ープンキャンパスを実施する。 

     情報発信では、引き続き木蓮会（同窓会）会報やホームカミングデー等
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を活用して、卒業生・修了生にＰＲを行う。 

     さらに、広報誌「砥礪（しれい）」、大学院パンフレットなどに加え、

インスタグラムも積極的に活用して大学院の最新情報を発信する。 

     また、県外のみならず、県内でも遠隔地に居住する方、就業中の方の受

験につながるよう、原則オンラインでの受講が可能な体制を整える。 

     入試においても、令和８年度入試（令和７年度実施）より、受験生の幅

を広げ、受験しやすくする方向で、新たな受験資格、入試方法により実施

する。（再掲） 

     看護学専攻では、引き続き大学院の将来像について、より具体的な検討

を進める。 

 

２ 学生支援あ 

（修学支援） 

①  共通ガイダンス及び学科・学年別ガイダンスでの履修指導により、学

科・学年の状況に応じた指導内容とすることで、指導内容の充実を図ると

ともに、引き続き保護者への成績の提供を行い、大学と保護者が連携し

て、適切な履修指導や支援を行う。 

      修学支援、特別な配慮、履修指導が必要な学生に対しては、科目を担当

する教員やクラス顧問と連携して個別の支援や指導にあたる。 

「学生生活の手引き」を更新し、新年度に学生へ配布するとともに、学

生専用ホームページに掲載する。 

 奨学金制度や各医療機関等が提供する奨学金に関する情報を入手し、

学生がアクセスしやすい情報提供を図る。 

      また、台湾高雄医学大学への短期海外研修生の派遣と短期交換留学生

の受入れを実施する。留学生受入れについては、受入れプログラムの充

実を図る。       

  （生活支援） 

②  学生の健康管理のため、定期健康診断を実施するとともに、必要に応じ

て保健指導を実施する。また、感染予防マニュアルを適宜更新して学生の

感染予防にも努める。 

   学生生活に関する相談体制について案内し、学生専用ホームページや学

生相談室を気軽に活用できるよう学生への周知に努める。 

    学生生活における安全面の支援体制を充実させるため、交通安全教室及

び犯罪被害防止教室の講習会を実施する。特に交通安全に関しては、バイ

クや自転車の使用に関して事故防止のための講話や実技講習会を開催す

る。 

    さらに、防犯カメラによる大学出入り等の監視を行うとともに、看板及

びホームページにて防犯カメラ設置を広く周知し、不審者等による犯罪の 

防止と抑止に努め、学生の安心・安全な学生生活の支援に取り組む。 

    自治会やサークルなどが活発な活動が行えるように助言を行う。また、
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新たなサークルの発足などにも適切な助言を行う。優れた活動に対しては

学生表彰を実施する。 

     本学に寄せられたボランティアを学生に積極的に紹介する。その際、メ

ールや掲示に加え、教職員が、ボランティアの活動内容等を説明し、ボラ

ンティア活動に学生が自主的に参加しやすいよう支援する。  

(就職・進学・卒後支援) 

③  就職支援の方法や進路セミナー、就職支援ホームページについて充実を

図り、入学後から学生が卒後のキャリアデザインを描けるような支援を進

める。また、クラス顧問制度について、就職・進学等に関する相談の窓口

としても活用できることを年度当初のガイダンスにおいて周知する。 

    地域交流センター・学生委員会・同窓会が共同し、在学生と卒業生・同

窓会との集い（ホームカミングデー）を開催し、職業意識の向上やキャリ

アデザインの設計を支援するとともに、情報交換などの交流を支援する。

さらに、学生の希望に沿った就職支援等につなげるために関連医療機関な

どと連携し、学生と医療従事者が交流できる機会を提供して支援する。 

    個々の教員が、卒業生が抱える課題やニーズの情報収集に努めるととも

に、在校生が、卒業生個人や施設から進路選択のための情報収集を行うこ

とができるよう支援する。 

    就職・進学に関する情報を学生ホールに掲示し、学生が自由に閲覧でき

るようにする。 

    県内就職率の向上を図るため、県内医療機関の魅力の紹介に努める。 

    県内医療機関等の求人情報を積極的に提供するとともに、インターンシ

ップや施設見学、就職説明会等の県内情報についても随時提供する。ま

た、進路セミナーで県内医療機関の情報発信の充実を図る。 

    本学ホームページやホームカミングデーの告知を通して、卒業後も継続

して卒業生を就職や進学に関して支援していることの情報を提供し、Ｕタ

ーン支援の推進を図る。  

    また、令和７年度に愛媛県から受託する「若手看護職員確保促進事業」

において、本学を中心に県内の医療機関や看護師養成機関等の垣根を越

え、県内外の看護学生や卒業生等に県内医療機関への就職を促す施策の調

査・研究に取り組む。       

 

３ 研究あ 

（１）研究水準の向上と成果の還元 

   ①  学内の各専門領域での独創的・先駆的研究に対して、特に有望な学際的

研究活動には選考のうえ支援する。また、引き続き特に著名な研究者を招

いて「ＥＰＵ先端医療セミナー」を開催し、先端医療分野での学術的交流

を行う。         

  ② 大学ホームページを更新し、各教員のページで最新の研究成果を発信す

るほか、出張講義や高校内ガイダンス出席時に大学案内、広報誌「砥礪



9  

（しれい）」等を配布し研究成果の広報に努める。 

また、 地域交流センター主催の研修会、セミナー等を開催し、研究成

果を発信する。        

 

（２）研究活動の活性化・適正化 

     ① 引き続き科学研究費補助金の申請率、採択率を向上させるための研修会 

の開催、申請書類のブラッシュアップ制度の活用とともに、その他の研究

資金の獲得を奨励するための学内広報を積極的に実施する。 

    ② 引き続き他大学や医療機関、地域との共同研究の可能性を積極的に探り

研究を推進する。 

        特に令和７年度に愛媛県から受託する「若手看護職員確保促進事業」に

おいて、本学を中心に県内の医療機関や看護師養成機関等の垣根を越え、

県内外の看護学生や卒業生等に県内医療機関への就職を促す施策の調査・

研究に取り組む。(再掲) 

③  引き続き、より迅速かつ審査者に負担の少ない研究倫理審査を行うため 

のシステム構築に努める。 

また、APRIN（注 10）活用による倫理研修の受講を管理責任者が年に２回確

認し、徹底する。 

        研究不正の防止に向けては、自己学習教材に最新の情報を追加して令和

７年度版に更新し、研究費の執行開始時期（５、６月頃）に合わせて全員

に学習教材の視聴を促す。 

        利益相反に関しては、引き続き自己申告書の提出を求め、審議の必要が

ないか確認する。また、研究インテグリティ（注 11）の確保に向けては、新規

に研究のインテグリティに関する規定及び自己申請を追加するほか、新規

採用教職員を対象に APRIN などの e ラーニングの受講を促す。 
（注 10）APRIN：一般財団法人公正研究推進協会(Association for the Promotion 

of Research Integrity、エイプリン)。科学の発展に伴うグローバルな研究
倫理を啓発し、研究機関および各種学術団体の研究活動を積極的に支援する
ことを目的として、わが国の研究者達によって 2016 年 4 月 1 日に設立。 

（注 11）研究インテグリティ：研究の健全性・公平性。研究の国際化やオープン化
に伴う新たなリスクに対しての対応も求められる。 

 

４ 社会貢献あ 

（１）県内保健医療福祉職への支援 

    ① 地域における保健医療福祉分野の課題を見出し、その解決に向け、地域

交流センターが中心となって県内関係機関の連携を強化するための機会を

確保し、多職種間で交流する機会を増やす。 

    ② 県内の保健医療機関に勤務する看護職者や臨床検査技師、看護教員など

を対象に、各職種に従事する専門職者ニーズに応じて、個々のキャリア開

発に資する研修会やセミナーを開催する。 

     看護分野においては、研究支援を求めるニーズが高いため、看護専門職

からの相談を受付ける「臨床看護研究相談室」を強化し、相談しやすい体
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制づくりを検討する。 

    

（２）地域住民との交流と支援 

    ① 積極的な地域との交流に向け、県内や大学周辺地域にある学校や様々な

職場、公共施設等からの依頼に応じ、本学の学生や教職員の研修会やイベ

ントへの開催協力や参加を推進する。 

     特に、砥部町子育てフェスタは、多くの地域住民が参加し、本学の学生

や教職員との交流の場となり得るため、企画運営とともに連携を強化し、

参加を推進していく。 

    ② 大学の施設・設備の利用促進に向け、ホームページへの掲載や地方自治

体との連携等を通して、一般の地域住民に対し、大学の施設・設備を一般

に開放していることを周知する。 

③  地域住民との交流を深めるため、ホームページで大学情報を公開し、広 

く県民からの意見を聴くとともに、地域交流企画を継続的に開催する。特

に地域住民の健康づくりに資するため、保健・医療・福祉に関する講演会

などを、地域住民等にも公開できるようにする。さらに、学生のボランテ

ィア系サークル等に対しても、地域からのボランティアの募集情報を積極

的に提供し参加を促す。 

     また、より多くの地域住民に利用してもらえる図書館を目指し、ホーム

ページ・ＳＮＳ・広報誌等を活用した広報活動を展開するとともに、図書

館の新たな魅力を伝える「シェア本棚」を継続し、地域住民にも興味を持

たれるような企画展示の実施や資料宅配サービス等、直接来館が難しい住

民へのサービスを継続する。加えて、長期休業期間には、閲覧席の開放サ

ービスを継続する。 

     引き続き教育活動としての学外講師による特別講演を企画し、可能な範

囲で県内の医療関係者や卒業生などに公開する。 

  

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 運営体制あ 

（１）理事長を中心とする組織体制の強化 

① 理事会、経営審議会、教育研究審議会等の法人組織と教授会、学内委員

会等の学内組織との連携・協働体制を継続するとともに、運営戦略会議の

企画立案機能を一層強化する。 

   また、大学運営組織については、多様化する課題への迅速な対応に向

け、組織・職等の在り方を検討し、見直しを進めていく。 

② 教職員に、本法人版「ガバナンス・コード（注 12）」及び「内部統制に関す

る規程」の周知を図るとともに、これらに基づき構築した体制の継続的な

運用を進め、大学のマネジメント機能の充実を一層図る。 
（注 12）ガバナンス・コード：大学組織及び運営方法等に関する指針 
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 (２）開かれた大学づくり 

教育研究審議会等の審議において、学外有識者等から起用している理事や 

審議会委員が発言しやすいように会議の進行を工夫するなどにより、積極的 

に意見を聴取し、大学運営に反映させる。 

    学生と大学との意見交換会の継続的な開催を通じ、学生の意見・要望等を 

把握し、大学運営に積極的に反映させるとともに、引き続き教職員から大学 

への提案箱制度を運営することにより、学生及び教職員の声を大学運営に積 

極的に反映させる。 

 

  (３）地域や社会に貢献する大学づくり 

    ① 新興・再興感染症等の対応が必要となった場合は、県や自治体からの要

請に基づき医療職等を派遣するとともに、看護師、臨床検査技師等の専門

医療人材の育成を目指す愛媛大学医学部の感染制御学講座（県の寄附によ

り５年度開設）における感染症教育に積極的に関わることで、公立の医療

系大学の使命を果たす。 

         設立団体である県との連携を強化するための意見交換の場を設け、地域

貢献活動の充実と県の保健福祉分野における政策課題解決に向けた取組み

への参画を図る。特に令和７年度に愛媛県から受託する「若手看護職員確

保促進事業」において、本学を中心に県内の医療機関や看護師養成機関等

の垣根を越え、県内外の看護学生や卒業生等に県内医療機関への就職を促

す施策の調査・研究に取り組む。(再掲) 

         包括連携協定を締結している愛媛大学をはじめ（公財）愛媛県総合保健

協会、（一社）愛媛県臨床検査技師会と協働し、それぞれの連携協定で掲

げた目的の実現に向けて取組みを進める。 

         愛媛県看護協会が主催する看護職員確保に向けたイベントに積極的に参

加・協力する。 

         また、高等学校等教員対象大学説明会などで県内高校教員と意見交換を

実施して、高大連携の拡充を図るとともに、県内出身学生の確保に向け関

係高等学校との連携を深める。    

   ② ＳＤＧｓ（注 13）推進ワーキンググループを中心に、本学ならではの行動計

画策定をさらに推進する。 

     また、本学のＳＤＧｓに関する取組みについて、ホームページを通じて 

    発信する。 

   ③ 大規模災害時や感染症パンデミック時において、自治体の要請に応じ人 

的・物的な緊急支援を実施する。 

     引き続き愛媛県地域・大学等連携推進連絡会議や砥部町の社会福祉活動 

    推進懇談会等を通じて地域課題の把握に努めるとともに、本学の教育研究 

成果を生かした問題解決策を提案する。 
（注 13）ＳＤＧs：持続可能な開発目標（Ｓustainable Ｄevelopment ＧoalＳ） 
 
 



12  

２ 教育研究組織あ 

引き続き教育研究審議会において、外部委員から本学の教育研究に関する 

   重要事項に関して幅広い意見・提案を求めるため、委員への会議資料の早期 

提供に努め、提言内容を教学マネジメント委員会を通じて効果的・効率的な 

教育研究活動の実践に反映させる。 

 

３ 人事あ 

① 引き続き教員の業績評価制度について、対象教員にアンケートを実施し 

 て評価項目や配点基準、処遇への反映方法等の見直しを図り、処遇への適 

切な反映により教員の意欲向上を図る。 

   また、教職員の採用や昇任については、成績主義に基づき公平性・客観 

性が担保されるよう適正な手続きの下での選考に努め、優秀な人材確保と 

教職員の意欲向上を図る。 

   ② 令和４年度に作成したプロパー職員を対象とする人材育成方針に沿って 

    具体的な取組みを進め、研修等を通じて法人経営や大学事務に係る専門性 

    の修得によるスキルアップを図る。 

     また、人材育成方針に記載の県への研修派遣及び他大学との人事交流等 

    について、県との具体的な協議を進めるとともに、他大学等との人事交流 

の可能性を探る。 

③ 引き続き適正な定員管理のもと、教育分野のデジタル化や非常勤講師等 

 の活用による人材の有効活用を図り、業務の効率化と総人件費の抑制に努 

 める。 

   感染症分野における医療・研究人材の養成に関する連携協定や大学院専 

  門コースの設置に対応して、関係大学等との専門人材の相互活用を図ると 

ともに、クロスアポイントメント（注 14）等の活用により、関係大学等との専

門人材の相互活用の可能性を探り、柔軟かつ効率的に大学運営を維持す

る。 
（注 14）クロスアポイントメント：教員（研究者）が複数の大学に雇用され、決め

られた勤務割合に応じて、それぞれの大学で業務を行うもの。給与や社会保
険料については、勤務割合に応じて、それぞれの大学が負担する。 

 

４ 大学運営業務あ 

①   引き続き令和４年度策定の事務局職員を対象とする「働き方改革指針」

に沿って長時間労働の是正を図る。超過勤務時間の前年度比５％減とスト

レスチェック診断結果（事業所に提供された集計結果）の数値が前年度よ

り改善することを目標に、働きやすさ（職場環境）の改善と働きがい（達

成感）の向上を目指して、事務局職員の働き方改革を推進する。 

令和８年度末でサービスが終了する財務会計システムの切替システムの

選定を行うとともに、業務プロセスの簡素化を図るなど業務の見直しも進

める。また、履修登録の電子化を図り、業務の効率化を推進する。 

②  大学運営改革の実行計画に基づき、ＡＩ議事録作成システムを引き続き 
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活用するとともに、会議のペーパーレス化をさらに進める。 

さらに、時代に即した教育の推進に当たっては、ハード・ソフトの両面

から検討・改善を図っていくとともに、できるところからペーパーレス化

を進める。  

         業務改善プラットフォームについては、効果的なツールの検証・検討を

ワーキンググループで引き続き行う。 

         また、引き続き決裁事務の簡素化などを推進し、ペーパーレス化と合わ

せて紙の使用量削減を目標として実践する。 

③  令和４年度に策定した事務局職員を対象とする「働き方改革指針」の趣 

旨を踏まえ、教職相互理解の下、双方の負担軽減に寄与することを目標

に、教員と事務局職員の連携方法や役割分担のあり方などについて検証

し、大学がワンチームで運営改革を進める意識共有を図る。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部資金及び自己収入の増加あ 

① 引き続き科学研究費補助金の申請率、採択率を向上させるための研修会 

 の開催、申請書類のブラッシュアップ制度の活用とともに、その他の研究 

資金の獲得を奨励するための学内広報を積極的に実施する。また、間接経 

費については、財務システムで管理し適正に執行する。 

   教員業績評価において、競争的外部資金や受託・共同研究資金などの学 

  部資金の獲得状況を、引き続き評価項目とする。 

   ② 「愛媛県立医療技術大学基金（ＥＰＵ愛顔基金）」の趣旨を様々な機会

を通じて、卒業生や関係者へ積極的に周知し、基金の拡充を図る。 

     令和６年度から開始した「ふるさと納税」「遺贈寄附」についても周知

を図る。特に、「ふるさとの納税」については、砥部町と連携して重点的

に広報を行い、寄附額の増額を目指す。 

 

２ 予算や資産の効率的、効果的な運用あ 

教職員全員に、光熱水費など維持管理経費の実績や紙の使用実績等を定期的

に周知するとともに、本学の財政状況等を説明し、経費節減の意識を喚起す

る。  

予算の使途について、重点化及び緊急対応の観点から常に見直しを図り、優

先順位を明確にした上で、効率的な執行に努める。 

大学管理運営に関しては、専門業者への外部委託や臨時職員の雇用を継続

し、経費削減に努めるとともに複数年契約や競争入札等を継続実施すること

で、経費を削減する。 

 

第５ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するため  

にとるべき措置 

１ 自己点検・評価の実施あ 
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   ① 引き続き内部質保証に関する方針で定めた責任体制・システムに基づき 

    恒常的・継続的に大学活動の質保証を行うとともに質の向上を図る改善を 

    行う。 

     法人評価委員会の評価や令和５年度に受審した大学認証評価の結果等の 

    外部評価の結果を踏まえ、内部質保証システム（注 15）の適切性を維持する。 
（注 15）内部質保証システム：大学自らが、自らの責任で大学の諸活動についての

点検・評価を行い、その結果をもとに改革・改善に努め、それを通じて、大
学の質を自ら保証することのできる仕組み 

   ② 内部質保証システムの運用においては、学部、学科、研究科、専攻科、

各委員会の組織ごとに自己点検評価を実施して、ＰＤＣＡサイクルにより

教育研究及び業務の改善・向上に努めるとともに、自己点検評価委員会に

おいて、これらの点検・評価結果を集約し全学的な問題点の整理や改善方

策を検討した上で、運営戦略会議において改善課題等を指摘し、各組織に

フィードバックする。 

     また、自己点検・評価結果、法人評価委員会による評価結果など内部質

保証の成果については、ホームページを通じて積極的に社会に公表する。 

 

２ 情報公開及び情報発信あ 

①  タイミングをとらえたマスコミへの情報提供等により積極的な情報発信 

を図る。 

     大学の教育研究活動や地域交流センターの活動などの最新情報を、引き

続きホームページや広報誌、大学案内などを通じて広く発信するととも

に、大学の魅力や特性を効果的にアピールするものとなるよう内容の充実

を図る。 

     また、大学基準等に照らして社会や学生に必要な情報がホームページ等

で適切にアップデートされているか検証を行い、適切な情報を公表及び更

新ができるような体制の整備を図る。 

     ＳＮＳを通じて、大学の特徴のある研究成果や学生の活動、キャンパス

の魅力的な風景などの情報を発信することで、大学のブランディングと認

知度向上を図る。 

②  ホームページについては、見やすさや訴求力に重点をおいたデザインの 

改良、サイトマップの再構築等を引き続き検討するとともに、内容の見直

しなどの改善を図り、広報活動を強化する。 

大学公式ＳＮＳについては、様々な場面でＰＲを展開し、フォロワーの

獲得に力を入れるとともに、有意義な情報を発信することで、本学の広報

力の強化につなげる。      

 

第６ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備、活用等あ 

①  長寿命化計画に位置付けられている照明ＬＥＤ化について、運営費交付

金の特別分を財源として、本館１階部分を実施する。 
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②  施設の定期的な巡回・点検等により危険個所の早期発見に努め、危険防

止・安全維持・バリアフリー化のなどのために必要な整備を実施する。 

 

２ 危機管理・人権あ 

①  新型コロナやインフルエンザのほか、新興・再興感染症対策を意識した

学内の安全衛生管理・感染防止体制の継続により、持続可能な大学運営を

維持する。 

      「災害対策マニュアル」及び「学生用避難所運営マニュアル」につい

て、適宜内容の修正を検討するとともに、必要に応じて関係規程の見直し

を行う。 

       加えて、災害対策本部設置訓練を実施するほか、防災備品や物資の整備 

・備蓄を行うとともに、学生や教職員を対象とした効果的な防災教育や訓

練を引き続き実施する。 

      また、安全衛生管理計画に基づき教職員・学生の安全衛生を確保するた

めの諸活動を確実に実施する。二酸化炭素濃度を含めた室内空気環境測定

を２か月に１度実施するとともに、衛生委員会が職場巡視を実施し、持続

可能な大学運営を維持する。 

       情報セキュリティに関しては、教職員に対して、情報セキュリティリテ

ラシー向上に向け、引き続きセルフラーニング（Web 上の理解度チェック

システム）を含めた研修を年１回実施する。 

      「情報セキュリティ監査実施要領」の見直しを図り、令和７年度の監査 

を実施する。また、情報リスクに関する注意情報は、適宜発出する。 

      「情報（電子・紙を問わず）の種別による取扱いポリシーやルールの明

文化」を図るほか、「情報セキュリティインシデント対応手順及びインシ

デントフロー」を完成させる。 

      学生に対しては、情報科学の内容を国が奨める「数理・データサイエン 

ス・ＡＩ教育プログラム」として申請し認定を受け、全学的に情報リテラ

シーレベルの能力を高め、情報セキュリティ意識の向上を図る。      

②  引き続き大学院生を含めた全学生に対し各種ハラスメントに関するアン

ケート調査を継続実施し、その結果を分析して全教職員に提示するととも

に、改善点があれば、その対応策を全教職員で協議するなど万全の対応を

行う。 

      学生相談室に学外カウンセラーを配置し、随時相談を受け付けるととも

に、さらなる相談体制の充実について取り組む。 

      また、教職員を対象とする研修会においては、講師にアンケート結果を

提示し、その結果を踏まえた内容を含む研修を依頼する。  
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第７ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算(令和７年度) 

(単位:百万円) 

区 分 金 額 

収入  

運営費交付金 ７７０

自己収入 ２５８

入学金及び授業料等収入 ２５３

雑収入 ５ 

受託研究等収入 １ ２

目的積立金取崩額 ２ ２

基金収入 １

計  １,０６３ 

支出  

業務費 ９２０ 

教育研究費 １０５ 

人件費 ８１５ 

一般管理費 １３０ 

受託研究等経費 １２ 

基金(支出) １ 

計 １,０６３ 

(注) 運営費交付金には、繰越分を含む。 

           人件費には、職員退職手当を含む。 

２ 収支計画(令和７年度) 

(単位:百万円) 

区 分 金 額 

費用の部 １,１１０ 

経常費用 １,１１０ 

業務費 ９４４ 

教育研究経費 １１７ 

受託研究等経費 ５ 

寄附金経費 ７ 

役員人件費 ４３ 

教員人件費 ６２９ 

職員人件費 １４３ 

一般管理費 １３０ 
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財務費用 ０ 

雑損 ０ 

減価償却費 

  臨時損失 

３６ 

０ 

収益の部 １,０６９ 

経常収益 １,０６９ 

運営費交付金 ７７０ 

授業料収益 ２３１ 

入学料収益 ３６ 

選考料収益 ７ 

受託研究等収益 １３ 

補助金等収益 ７ 

雑益  ５ 

臨時利益 ０ 

純利益 △４１ 

目的積立金取崩額 ２２ 

総利益 △１９ 

 

３ 資金計画(令和７年度) 

(単位:百万円) 

区 分 金 額 

資金支出 １,０６３ 

業務活動による支出 １,０４９ 

投資活動による支出 ３ 

財務活動による支出 １１ 

次期中期目標期間への繰越 ― 

資金収入 １,０６３ 

業務活動による収入 １,０６３ 

運営費交付金による収入 ７７０ 

授業料及び入学料等による収入 ２５３ 

受託研究等による収入 １３ 

その他の収入 ２７ 

投資活動による収入 ０ 

財務活動による収入 ０ 

前期中期目標期間からの繰越金 ― 
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第８ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

１億円(事業年度の年間運営費の概ね１月相当額程度) 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借り入れることを想定する。 

第９ 出資等による不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財 

産の処分移管する計画 

なし 

第 10 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

第 11 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上並びに組織運営

及び施設設備の改善に充てる。 

また、昭和 63 年の短期大学設置から 37 年を超え、耐用年数が大きく経過し

ている大型設備をはじめ本学施設設備全体の抜本的な改修計画を検討するに当

たり、大規模改修の推進を要望していく。 

第 12 県の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

第６の１「施設設備の整備、活用等」に記載したとおり 
 

(注)中期目標を達成するために必要な業務の実施状況を勘案した施設及び設備の整

備や老朽度合等を勘案した施設及び設備の改修等が追加されることがある。 

２ 人事に関する計画 

第３の３「人事」に記載したとおり 

３ 地方独立行政法人法(平成 15 年法律第 118 号)第４０条第４項の規定により業 

務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

≪積立金の使途≫ 

前中期目標期間の積立金については、教育研究の質の向上並びに組織運営

及び施設整備の改善に充てる。 

４ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 


